
生徒部・生徒会規約等  

                                                                               

（１）生徒心得 

第１章　一般心得 

１．校則を守り、常に自律的に正しい行動をとること。 

２．学業に専念し、規則正しい生活を送り健康に心がけること。 

３．身だしなみを整え、身体は清潔に保つこと。 

４．団体行動は厳正なる秩序・規律を重んじること。 

５．互いに敬愛の念を持ち、礼儀を重んじ誠意をもって接すること。 

６．校内外を問わず言動に気をつけ、高校生としての品位を傷つけないこと。 

７．校舎、校具などの公共物は大切にし、使用したものは必ず所定の場所に返し、破損又は汚損したときは直ちに届け

出ること。 

８．喫煙・飲酒その他法に触れる行為はもちろん、電子タバコやノンアルコール飲料なども厳禁とする。 

 

 

第２章　身だしなみ 

１．高校生らしく質素でかつ整った身だしなみで、清潔なものであること。 

２．次の場合、服装に関する細則に定める服装を着用すること。 

　（１）登下校時。但し、休日は部活動時のジャージも可とする。 

３．頭髪は高校生としてふさわしい端正かつ清潔なものであること。 

　（１）頭髪のパーマ、染色・付け毛などはしないこと。 

　（２）極端な髪形などせず、目にかからないようにすること。 

４．次の事項について、高校生としてふさわしくないので禁止する。 

　（１）ネックレス、ペンダント、指輪、耳飾りなどの装飾品 

　（２）化粧（マニキュアなどの装飾も含む） 

 

５．服装に関する細則は次の通りとする。 

〈Ａタイプ〉 

　（１）冬季服装 

本校指定のものとする。校章は左襟元につけ、ボタンは本校指定のもの（前ボタン及び袖ボタン）とする。改造はし

ないこと。上衣を着用せずにカーディガンで過ごすことができるが、本校指定のもの以外は認めない。但し購入は任意

とする。登下校時は必ず上衣を着用すること。 

　（２）夏季服装（略装） 

　　上衣は、白無地のワイシャツで、シャツの裾がスラックスの中に入れられるものであること。寒いときは上衣（学生  
  服）を着用してもよい。上衣を着用せずにカーディガンで過ごすことができるが、本校指定のもの以外は認めない。 

     また、ワイシャツではなくポロシャツの着用も可。色は白、黒、紺、グレーの無地とするが、ワンポイントは認める。 

〈Ｂタイプ〉 

　（１）冬季服装 

　　白無地のブラウス、又はワイシャツ（襟元を止め、ネクタイを着用するので第一ボタンのあるもの）及び本校指定の

ジャケット（上衣）、スカート、ベスト、カーディガンとする。スカートにかえて指定のスラックスを着用することも

できる。ネクタイ・ベストは常に着用すること。登校後は上衣を着用せずにベストのみ、またはベストの上にカーディ

ガンを着用して過ごすことができるが、登下校時は必ず上衣を着用すること。 

　　　※ジャケット、スカート、ベスト、スラックス…本校指定のもの。 

　　　　スカートの丈は膝頭が隠れる程度を標準とする。 

      ※ブラウス又はワイシャツ … 白無地の長袖か半袖で、ネクタイの着用が可能なものとする。 

      ※ネクタイ…本校指定のもの。冬季服装中は常に着用すること。 

      ※校章・ボタン…校章はジャケットの左襟につける。ボタンは本校指定のものとする。 

      ※靴下…短い靴下の色、模様（柄）は指定しない。ルーズソックスは禁止とする。ストッキング、タイツの色は黒 

　　　　またはベージュを基本とし、無地のものとする。ハイソックスを着用する場合は黒・白・濃紺とし、ワンポイント

　　　　の模様は可とする。ハイソックスの丈は膝をこえないものとする。防寒のためストッキング、タイツの上にソック

　　　　ス・ハイソックスを重ね着する場合も同様の規定とする。 

      ※カーディガン…本校指定のもの。但し購入は任意とする。指定のもの以外の着用は認めない。 

　（２）夏季服装 

　　　夏季は、ブラウス又はワイシャツ及びベストを着用する。ただし寒いときはカーディガン・ジャケットを着用しても

よい。上衣を着用せずにカーディガンで過ごすことができるが、ベストは常に着用すること。校章バッジはベストの

左胸ポケットの所定の位置につける。靴下、ハイソックスは冬季と同様とする。ネクタイの着用は任意とする。 

     また、ブラウスやワイシャツではなくポロシャツの着用も可。色は白、黒、紺、グレーの無地とするが、ワンポイントは

　　　認める。ポロシャツの場合はベストは着用しない。 

 

〈儀式時の服装〉 

　　入学式・卒業式・始業式・終業式等の儀式の際の服装は次の通りとする。 

〈Ａタイプ〉　詰襟の上衣、スラックスを着用すること。カーディガンの着用はしないこと。 



〈Ｂタイプ〉  ジャケット、スカート（またはスラックス）、ベスト、ネクタイを着用すること。カーディガンの着用は

しないこと。靴下について、短い靴下の場合の色は黒・白・濃紺とし、模様（柄）はワンポイント（ライ

ンもワンポイントに含む）までとする。ハイソックス、ストッキング・タイツについては通常時のものと

同様とする。 

６．履き物については、下駄、サンダルでの登校は禁止する。                          
７．その他 

　（１）制服を着用できないやむを得ない事情があるときは、担任へ申し出て許可を得ること。 

　（２）制服の更衣の時期については、生徒部で準備期間を設け指示する。 

                               
第３章　通　学 

１．登校時刻はＳＨＲ開始５分前とし、下校は専用バス等を利用し速やかに下校する。 

但し、部活動など特別活動終了後の下校時間は原則午後７時とする。 

２．バス、列車を利用して通学するものは、不正乗車はもちろんのこと車内・乗降マナーを守り、他の乗客等に迷惑をかけ

ないよう心がける。 

３．交通規則を遵守し、事故のないよう注意する。 

４．自転車、バイクでの登校は禁止する。 

 

第４章　校内における心得 

１．校舎内においては常に静粛を心がけ、学習しやすい環境整備に努めること。 

２．授業の開始のチャイムより前には着席し、教科担任の入室を待つこと。 

３．不要な金銭、その他貴重品は持参しないこと。また、特に許可された場合を除き日常の学習に必要でないものは学

校へ持ち込まないこと。 

４．登校後は、許可なく校外へ出ることはできない。やむを得ず外出するときは許可を得て外出届を提出すること。 

５．エレベーターの使用は禁止する。ただし、怪我をしているものや車いすを使用しているもの等の事情があるものは、担

任へ申し出て許可を得ること。 

６．遅刻した者は直接教室へ入室せず、職員室・担任に遅刻届を提出し入室許可を得ること。 

７．早退するときは、許可を得て早退届を担任に提出し、早退許可書を携帯すること。 

８．昼休みは、校地内の中庭、前庭、音楽プラザ、生徒ホールを利用することができるが、ボールなどの使用は認めない。

体育館を使用することができるが、体育科の指示に従うこと。 

９．校内で携帯電話等を使用するときは基本的マナーを守り、決められた時間帯と場所で使用すること。 

10.スマートフォン・ＰＣなどのＳＮＳなどを通じて情報発信を行う場合は、個人情報の流失や誹謗中傷・社会的に不適切

な行為等が含まれないように細心の注意を払って行うこと。 

11. 自動販売機や売店の利用は休み時間、放課後のみとする。 

 

第５章　校外における心得 

１．校外においては本校生徒としての自覚をもって公明正大に行動すること。 

２．身分証明書を携帯すること。 

３．次のような遊技場、又は飲食店への出入りは禁止する。 

　（１）パチンコ店、麻雀荘、場外馬券場 

　（２）バー、スナック、居酒屋など。 

　（３）その他、未成年の出入り禁止場所や深夜のイベント・催しなど 

４．外出については、家族に行き先、用件を告げ、遅くとも２２時までには帰宅すること。 

 

第６章　届け出事項、その他 

１．下記の項目について、クラス担任又は関係顧問を経由して生徒部に届け出て許可を受けること。 

　（１）団体を組織しようとする時、又はクラブ活動として同好会をつくる場合は、生徒会部規約によって所定の手続きを

しなければならない。 

　（２）校内に設置していない部・同好会で高体連・高文連主催の地区、全道、全国大会に出場を希望する場合は、参加確

認書を提出の上、学校の指示に従うこと。適当であると判断された場合、出場を許可するものとする。 

　（３）集会を催す時。 

　（４）校内外において掲示したり印刷物を配布したりする時や、募金などをしようとする時。 

　（５）運転免許の取得は原則として認めない。ただし、３年次の冬季休業中から届け出により許可する。また、就職内定

者で企業から在学中の取得を文書で依頼された生徒については、別途審議の上許可する。 

　（６）アルバイトは原則禁止。特別な理由がある場合は、事前に所定の手続きを経て許可を得ること。ただし、次のこと

については禁止する。風俗営業、接客業（旅館、ホテル、飲食店、喫茶店などで酒類の提供を主としているもの）、

２２時以降の深夜勤務、危険作業、宿泊をともなうもの、その他本校生徒にふさわしくない業種。 

２．次の事項については、クラス担任に届け出ること。 

　（１）本人及び保護者の氏名・住所などに移動がある時。 

　（２）欠席する時。その場合は、保護者を通して連絡すること。　 

　（３）遅刻、早退、外出する時。 

　（４）制服を着用できない理由がある時。 

 

第７章　賞　罰 

１．学校長は生徒がその本分を尽くし個性を伸張し、かつ一般生徒の模範となる行いがあったと認められる場合には、これ



を表彰することができる。 

２．学校教育法第11条および学校教育法施行規則第26条にもとづき、法令による懲戒の基本原則を次に示す。 

 　（１）次の各項に該当するものは退学を命ずることがある。

  　　　   イ、性行不良で改善の見込みがないと認められたもの。

　　　　   ロ、学力劣等で成業の見込みがないと認められたもの。

　　　　   ハ、正当な理由がなく出席が常でないもの。

　　　　   ニ、学校の秩序を乱し、その他生徒としての本分に反するもの。

 　（２）校規を乱し、その他の生徒としての本分に反したものは懲戒する。懲戒は訓告・停学・退学の３種とする。

 　（３）懲戒処分はすべて保護者に通知する。

３．教育上の必要があるときに、「特別指導(家庭謹慎等)｣を行う。その方法は次によるものを基本とする。 

    　    （１）家庭謹慎　　（２）学校内謹慎　　（３）校長による説諭等

 　　　　（４）別室指導　　（５）その他

第８章　附則 

１．本規定は2019（平成31）年2月25日に一部改正(第3章)、2019（平成31）年4月1日から施行する。 

２．2021(令和3)年3月17日一部改訂(第8章)、同日他一部文言修正。2021(令和3)年4月1日から施行する。 

３．2022(令和4)年7月22日一部改訂（第3章3.(3)）、2022(令和4)年7月23日から施行する。 

４．2023(令和5)年3月31日　改訂、2023(令和5)年４月１日から施行する 

５．2026(令和8)年3月18日一部改訂(第2章)、2026(令和8)年4月1日から施行する。 

。 

参考：【諸届手続一覧】 

願・届書 請求先→提出者 指導事項 押印 備考

ＪＲ学割 係→担任→事務 当月校納金納入確認 担任

アルバイト 担任→係 経済事情、健康状態、学習面、目的、 保護者 アルバイトは原則と

勤務先条件確認 担任 して禁止

自動車学校入校 係→担任→保護者 保護者と連携を密にする 本人･保護者･担任 許可書発行  原則とし

→担任→係 ･係 て3年次冬季休業から

同好会結成 部規約による手続 生徒総会、職員会議

で承認

印刷物掲示、配布 担任、顧問→係 掲示場所、配布対象、内容の確認 係の検印

集会(クラス会) 担任→係 場所、参加者、経費の妥当性 口頭で教頭許可

異装 担任→係 必要性確認 担任

 

(２)生徒会規約 

第１章　総則 

第１条　本会は北海道室蘭清水丘高等学校生徒会と称し、これを本校内におく。 

第２条　本会は生徒の自覚にもとづき、学校生活を楽しく規則正しいものにし、集団の活動に積極的に参加し、民主的に行動す

る態度を養い、公民としての資質を向上させ、校風の昂揚を図ることを目的とする。 

第３条　本会は本校に在籍する全生徒をもって組織する。 

 

第２章　組織 

　第１節　生徒総会 

第４条　生徒総会（以下、総会と称す）は本会の最高議決機関であって、本会の全会員を持って構成する。 

第５条　生徒会長は次の場合、校長の承認を得て１週間以内に総会を招集することができる。 

    1.生徒会長が必要と認めた場合。 

    2.ＨＲ委員長の３分の２以上が必要と認めた場合。 

    3.全会員の５分の１以上が必要と認めた場合。 

第６条　総会に提出される議題は生徒会長があらかじめ全会員に、少なくとも７日前までに周知させなければならない。 

第７条　総会は全会員の３分の２以上をもって成立する。その決議は出席者の過半数の賛成を必要とする。但し、賛否同数の場

合は議長がこれを議決する。 

第８条　総会の議長は事前にＨＲ運営委員会で推薦され、採決される。 

第９条　総会は次の事項を決議する。 

    1.予算、決算、会計中間報告に関する事項。 

    2.生徒会長の辞職に関する事項。 

    3.規約の改廃に関する事項。 

    4.部の存廃及び設立に関する事項。 

    5.その他。 

 

 

 

 



　第２節　ＨＲ運営委員会 

第10条　ＨＲ運営委員会はホームルームの総意とする生徒総会に準ずる議決機関である。 

第11条　本委員会は各ホームルームから選出された２名（ＨＲ委員長と副委員長）の委員をもって構成する。 

第12条　本委員会は構成人員の２分の１以上の出席をもって成立し、決議については第７条に準ずる。 

第13条　本委員会には次の役員をおく。 

　　議長１名、副議長２名、書記２名 

    1.議長は委員の互選によって選出され、会の議事運営にあたる。 

    2.副議長は議長の指名で選出され、議長に事故あるときはその任を代行する。 

    3.書記は議長の指名で選出され、議事を記録する 

第14条　本委員会は毎月定期的に議長が招集することを原則とし、次の場合議長は臨時に招集しなければならない。 

    1.議長が必要と認めた場合。 

    2.生徒会長の要求があった場合。 

    3.委員の３分の１以上の要求があった場合。 

第15条　本委員会の決議事項に対し、生徒会長は再審議を要求することができる。この場合本委員会が再度会長の要求に反する

決議をしたとき、会長は臨時総会にかけることができる。 

第16条　本委員会は必要あるときは、執行委員、監査委員、その他の出席を要請することができる。 

第17条　本委員会は次の事項を処理、又は審議する。 

    1.部の経理並びに活動状況に関する勧告。 

    2.予算執行の一時停止、又は同好会への格下げ。 

    3.部の物品管理が不良な場合の弁償並びに次年度の予算削減。 

    4.自治に関すること。 

    5.予算、決算、会計中間報告に関すること。 

    6.規約の改廃に関すること。 

    7.監査委員会よりの提出事項。 

    8.部、同好会の存廃、部への格上げに関すること 

    9.その他。 

第18条　本委員会開催にあたって委員に事故ある場合は、当該委員は代理者に委任状を持たせて出席させなければならない。傍

聴者は議長の承認を得なければならない。 

 

　第３節　執行委員会 

第19条　執行委員会は本会の執行機関である。 

第20条　本委員会は次の役員をもって構成する。 

    1.執行委員長１名、生徒会長がこれにあたり、本会を代表し会務を総理する。 

    2.執行副委員長２名、生徒副会長がこれにあたり委員長を補佐し、委員長事故あるときは内１名がその任を代行する。 

    3.書記長１名、会務の整理、企画に当たる。 

    4.書記１名、会務の記録、整理にあたる。 

    5.会計長１名、本会の一切の金銭出納と決算報告を行う。 

    6.会計１名、会計長を補佐し会計処理に当たる。 

    7.文化担当長１名、文化委員会と執行委員会との連絡調整にあたり、本会全体の文化活動の向上、発展に努める。 

    8.文化担当１名、文化担当長を補佐し、文化部、外局との連絡調整にあたり、本会全体の文化活動の向上、発展に努める。 

    9.体育担当長１名。体育委員会と執行委員会との連絡調整にあたり、本会全体の健康増進に努める。 

　　10.体育担当１名、体育担当長を補佐し、運動部との連絡調整にあたり、本会全体の健康増進に努める。 

　　11.広報担当長１名、広報委員会と執行委員会との連絡調整にあたり、生徒会活動を広く知らしめることに努める。 

　　12.広報担当１名、広報担当長を補佐し、広報委員会と執行委員会との連絡調整にあたり、生徒会活動を広く知らしめるこ

とに努める。 

　　13.生活担当長１名、生活委員会と執行委員会との連絡調整にあたり、本会全体の規律及び風紀の向上に努める。 

　　14.保健担当長１名、保健委員会と執行委員会との連絡調整にあたり、校舎内外の美化、本会全体の保健、衛生の意識向上

に努める。 

第21条　執行委員会は次の事項を執行する。 

    1.生徒総会及びＨＲ運営委員会で決定した事項。 

    2.予算原案、会計中間報告、決算報告書の作成。 

    3.執行上必要な具体案の作成。 

    4.その他。 

 

 



　第４節　ＨＲ（ホームルーム） 

第22条　ＨＲはクラス全員で構成する。 

第23条　ＨＲに関することを審議する他に、ＨＲ運営委員会に提出する原案または提出された議案を審議する。執行委員会から

　　　の要請事項については責任を持って遂行しなければならない。 

第24条　ＨＲの成立及び議決は第７条に準ずる。 

第25条　ＨＲは毎週１回定期的に開くことを原則とする。但し、ＨＲ委員長が必要と認めた場合、又はクラス全員の２分の１以

上の要請があった場合、臨時に開くことができる。 

第26条　ＨＲには次の委員をおく。 

　　ＨＲ委員長１名　ＨＲ副委員長１名　文化委員２名　体育委員２名　生活委員２名　 

保健委員２名　広報委員１名　 

第27条　ＨＲ委員の任務は次のとおり定める。 

　ＨＲ委員長 

1.ホームルームの統括にあたり、議論の際は原則議長を務める。 

2.ホームルーム内の意見をとりまとめ、それをＨＲ運営委員会に反映させる。 

3.執行委員会との連絡を密にし、生徒会活動の充実に努める。 

　ＨＲ副委員長 

1.ＨＲ委員長を補佐し、委員長事故あるときはその任を代行する。 

2.ＨＲ運営委員会に出席しホームルームとの連絡調整を行う。 

　文化委員 

1.会員の文化活動の健全な発展に努める。 

2.文化委員会に参加し、文化活動の企画や運営にあたる。 

　体育委員 

1.会員の体育活動の健全な発展に努める。 

2.体育委員会に参加し、体育活動の企画や運営にあたる。 

　生活委員 

1.集会時の整列指導はじめ、規律及び風紀の向上に努める。 

2.生活委員会に参加し、学校全体における規律、風紀の向上を図る活動を企画、運営する。 

　保健委員 

1.校内外の美化活動を行い、学習、生活環境の整備に努める。 

2.保健委員会に参加し、保健、衛生意識の向上を図る活動を企画、運営する。 

　広報委員 

1.生徒会活動を校内外に広く知らしめることに努める。 

2.広報委員会に参加し、本校生徒会活動の集約を行うとともに、広報活動を企画、運営する。 

 

　第５節　文化委員会 

第28条　本委員会は執行委員会の下にあって、会員の文化活動の発展、向上をめざす諸活動の企画、運営にあたることを目的と

する。 

第29条　本委員会は各クラスで選出された委員２名によって構成し、次の役員をおく。 

　　1.委員長１名、本委員会を代表し、第28条の目的遂行にあたる。 

　　2.副委員長２名、委員長から任命され、委員長を補佐し、委員長事故あるときはその任を代行する。 

第30条　本委員会は毎月定期的に開くことを原則とする。但し、次の場合は委員長が招集しなければならない。 

　　1. 委員長が必要と認めた場合。 

　　2. 委員の３分の１以上の要求があった場合。  

　　3. 生徒会長の要求があった場合。  

　成立及び議決 

　　　本委員会は構成人員の２分の１以上の出席をもって成立し、出席者の過半数の賛成をもって議決することができる。なお、

賛否同数の場合は委員長が決定する。 

第31条　本委員会はＨＲ運営委員会の決定または執行委員会の要請にもとづき、その方針、方策及び次の事項を協議する。 

　　1.生徒会行事への協力について。 

　　2.本会全体の文化活動の向上、発展について。 

　　3.執行委員会からの提出事項について。 

 

　第６節　体育委員会 

第32条　本委員会は執行委員会の下にあって、会員の体育活動の発展、向上をめざす諸活動の企画、運営にあたることを目的と

する。 



第33条　本委員会は各クラスで選出された委員２名によって構成し、次の役員をおく。 

　　1.委員長１名、本委員会を代表し、第32条の目的遂行にあたる。 

　　2.副委員長２名、委員長から任命され、委員長を補佐し、委員長事故あるときはその任を代行する。 

第34条　本委員会は毎月定期的に開くことを原則とする。但し、次の場合は委員長が招集しなければならない。 

　　1. 委員長が必要と認めた場合。 

　　2. 委員の３分の１以上の要求があった場合。  

　　3. 生徒会長の要求があった場合。  

　成立及び議決 

　　　本委員会は構成人員の２分の１以上の出席をもって成立し、出席者の過半数の賛成をもって議決することができる。なお、

賛否同数の場合は委員長が決定する。 

第35条　本委員会はＨＲ運営委員会の決定または執行委員会の要請にもとづき、その方針、方策及び次の事項を協議する。 

　　1.生徒会行事への協力について。 

　　2.本会全体の体育活動の向上、発展について。 

　　3.執行委員会からの提出事項について。 

 

　第７節　生活委員会 

第36条　本委員会は執行委員会の下にあって、集会時の整列指導はじめ、学校全体における規律及び風紀の向上を目的とし活動

する。 

第37条　本委員会は各クラスで選出された委員２名によって構成し、次の役員をおく。 

　　1.委員長１名、本委員会を代表し、第36条の目的遂行にあたる。 

　　2.副委員長２名、委員長から任命され、委員長を補佐し、委員長事故あるときはその任を代行する。 

第38条　本委員会は毎月定期的に開くことを原則とする。但し、次の場合は委員長が招集しなければならない。 

　　1. 委員長が必要と認めた場合。 

　　2. 委員の３分の１以上の要求があった場合。  

　　3. 生徒会長の要求があった場合。  

　成立及び議決 

　　　本委員会は構成人員の２分の１以上の出席をもって成立し、出席者の過半数の賛成をもって議決することができる。なお、

賛否同数の場合は委員長が決定する。 

第39条　本委員会はＨＲ運営委員会の決定または執行員会の要請にもとづき、その方針、方策及び次の事項を協議する。 

　　1.生徒会行事への協力について。 

　　2.本会全体の規律及び風紀の向上について。 

　　3.執行委員会からの提出事項について。 

 

　第８節　保健委員会 

第40条　本委員会は執行委員会の下にあって、校舎内外の美化活動をはじめ、会員の保健、衛生意識の向上を目的とし活動する。 

第41条　本委員会は各クラスで選出された委員２名によって構成し、次の役員をおく。 

　　1.委員長１名、本委員会を代表し、第40条の目的遂行にあたる。 

　　2.副委員長２名、委員長から任命され、委員長を補佐し、委員長事故あるときはその任を代行する。 

第42条　本委員会は毎月定期的に開くことを原則とする。但し、次の場合は委員長が招集しなければならない。 

　　1. 委員長が必要と認めた場合。 

　　2. 委員の３分の１以上の要求があった場合。  

　　3. 生徒会長の要求があった場合。  

　成立及び議決 

　　　本委員会は構成人員の２分の１以上の出席をもって成立し、出席者の過半数の賛成をもって議決することができる。なお、

賛否同数の場合は委員長が決定する。 

第43条　本委員会はＨＲ運営委員会の決定または執行委員会の要請にもとづき、その方針、方策及び次の事項を協議する。 

　　1.生徒会行事への協力について。 

　　2.本会全体の保健、衛生の向上、校舎内外の美化活動の発展について。 

　　3.執行委員会からの提出事項について。 

 

　第９節　広報委員会 

第44条　本委員会は執行委員会の下にあって、生徒会機関誌『清陵』や生徒会だよりの編集、発行などを通し校内外に生徒会活

動を広く知らしめる事を目的に活動する。 

第45条　本委員会は各クラスで選出された委員２名によって構成し、次の役員をおく。 

　　1.委員長１名、本委員会を代表し、第44条の目的遂行にあたる。 



　　2.副委員長２名、委員長から任命され、委員長を補佐し、委員長事故あるときはその任を代行する。 

第46条　本委員会は毎月定期的に開くことを原則とする。但し、次の場合は委員長が招集しなければならない。 

　　1. 委員長が必要と認めた場合。 

　　2. 委員の３分の１以上の要求があった場合。  

　　3. 生徒会長の要求があった場合。  

　成立及び議決 

　　　本委員会は構成人員の２分の１以上の出席をもって成立し、出席者の過半数の賛成をもって議決することができる。なお、

賛否同数の場合は委員長が決定する。 

第47条　本委員会はＨＲ運営委員会の決定または執行委員会の要請にもとづき、その方針、方策及び次の事項を協議する。 

　　1.生徒会行事への協力について。 

　　2.本会全体の広報活動の向上、発展について。 

　　3.執行委員会からの提出事項について。 

 

　第10節　監査委員会 

第48条　本委員会は本校生徒会の運営及び活動を監査することを目的とし、独立予算で運営するものとする。 

第49条　本委員会は各クラスで選出された委員１名によって構成し、次の役員をおく。その成立及び決議は第７条に準ずる。 

　　1.委員長１名、本委員会を代表し、第48条の目的遂行にあたる。 

　　2.副委員長１名、委員長から任命され、委員長を補佐し、委員長事故あるときはその任を代行する。 

第50条　本委員会は毎月定期的に開くことを原則とする。但し、次の場合は委員長が招集しなければならない。 

　　1.監査を行う場合。 

　　2.委員長が必要と認めた場合。 

　　3.委員の３分の１以上の要求があった場合。 

　　4.生徒会長の要求があった場合。 

第51条　監査実施にあたっては所定の事項を公示しなければならない。 

第52条　本委員会は文化部、運動部、外局その他の監査の結果、活動や運営、経理を不良と認めた場合、その旨をＨＲ運営委員

会に報告、具申し、その処理をゆだねる。 

第53条　物品監査の結果、管理不良または第73条の手続きを怠っていると認めた場合は前条に準ずる。 

第54条　監査委員長は上項処理のためＨＲ運営委員会を開くことをＨＲ運営委員会に要請することができる。 

 

　第11節　選挙管理委員会 

第55条　本委員会は生徒会の選挙を管理し、公正な態度により一切の権限と責任を有し、定期事項として生徒会長の選出を行う

ことを目的とし、独立予算で運営するものとする。 

第56条　本委員会は各クラスで選出された委員１名によって構成し次の役員をおく。また、その成立及び決議は第７条に準ずる。 

　　1.委員長１名、本委員会を代表し、第55条の目的遂行にあたる。 

　　2.副委員長１名、委員長から任命され、委員長を補佐し、委員長事故あるときはその任を代行する。 

第57条　選挙管理事務は、選挙管理規定に基づいておこなう。 

第58条　選挙管理委員はその任にある限り、被選挙権を持つことができない。 

 

　第12節　外局 

第59条　外局として新聞局、放送局、吹奏楽局、図書局及び国際交流局をおく。 

第60条　各外局は独自の特長を生かし、自主性の確立と文化向上、発展を期する。 

第61条　新聞局、放送局は報道機関として『清水丘新聞』及び放送を通じ、吹奏楽局は生徒会行事等に協力し、図書局は学校図

書館の運営を補助し、また、国際交流局は国際交流をとおして、前条の目的を達成する。 

第62条　局長は局員が互選する。 

 

第３章　役員の任期及び選出 

第63条　生徒会長は会員の推薦により全会員の投票によって選出される。 

第64条　執行委員、監査委員、選挙管理委員は次のように定める。 

〈執行委員〉 

副会長、書記長、書記、会計長、会計、文化担当長、文化担当、体育担当長、体育担当、広報担当長、広報担当、生活担

当長、保健担当長は生徒会長が任命する。 

〈監査委員〉　 

副委員長は監査委員長が任命する。 

〈選挙管理委員〉 

副委員長は選挙管理委員長が任命する。 



第65条　執行委員及び監査委員、選挙管理委員の任期は１年とし、執行委員は10月に交替する。また、学級委員の任期は６月と

し４月、10月を交替時期とする。補充の際の任期は前任者の残留期間とする。 

第66条　執行委員、監査委員、選挙管理委員、ＨＲ委員長の兼任はできない。役員はすべて職員会議の承認を得なければならな

い。 

 

第４章　会計 

第67条　会費及び入会金は次の通りとする。 

　　1.会費　月額800円 （注 :平成31年度よりそれまでの1200円のうち400円分を全道大会参加補助費として PTA に移管） 

　　2.新入生の入会金　1,000円 

　　　なお、会費の納入は毎年４月から９月までの６月間に完納することとする。 

第68条　会費の予算及び決算並びに納入金額の変更はＨＲ運営委員会及び生徒総会の承認を得なければならない。 

第69条　会計の残高は繰越金として翌年度の会計に繰り入れるものとする。 

第70条　臨時会費の徴収はＨＲ運営委員会人員の３分の２以上の賛成を得、さらに生徒総会の決議によらなければならない。 

第71条　予算は執行委員会が立案し、部委員会、ＨＲ運営委員会、生徒総会の承認を得て成立する。 

第72条　執行委員会は任期終了時に会計中間報告又は決算報告を必ず公表し、生徒総会の承認を得なければならない。 

第73条　部費での購入はあらかじめ購入許可を受けなければならない。 

 

第５章　顧問 

第74条　本会は顧問をおく。顧問は学校長が

これを委嘱する。 

 

第６章　改正 

第75条　本規約の改正はＨＲ運営委員会構成

人員の３分の２以上の賛成と生徒総会

において全会員の過半数の賛成並びに

職員会議の承認が必要である。 

 

第７章　補則 

第76条　本会運営の細則は本規約の範囲内で

執行委員会が立案し、ＨＲ運営委員会

において決定されるものとする。 

第77条　本規約は2013（平成25）年4月1日か

ら効力を発するものとする。本規約は

2019（平成31）年3月22日に一部改正、

2019（平成31）年4月1日より施行する。 

 

（３）選挙管理規程 

 

第１章　総則 

第１条　本規程は北海道室蘭清水丘高等学校生徒会会長選挙管理規程と称す。 

第２条　本規程は生徒会会長（以下会長と称す）を公正に選出する制度を確立し、その適性円滑な運営を図ることを目的とする。 

 

第２章　選挙管理委員会 

第３条　本委員会は会長の選挙に関する事務並びに管理を行う。また、会長の任期満了２週間前に委員会を招集する。 

第４条　委員会の構成は次のようにする。 

第１項　ＨＲより１名ずつ選出された管理委員（以下委員と称す）をもって構成する。 

第２項　本委員会には次の役員をおく。 

選挙管理委員長１名 

選挙管理副委員長１名 

第５条　委員が立候補する場合はその前に辞任しなければならない。後任者をそのＨＲで新たに選出する。 

第６条　委員は被選挙権を有せず、選挙運動をすることができない。 

第７条　委員会はこの規約に定める事以外に、委員の運営に必要なことを定めることができる。 

 

第３章　選挙権及び被選挙権 

第８条　本生徒会会員である者は会長選挙権及び被選挙権を有する。 

 

 



第４章　候補者 

第９条　本生徒会会員である者の会長及び委員長の立候補は自由である。候補者は委員会の所定の日までに委員会に立候補する

旨を通達すること。 

第10条　立候補した者がその届を取り消す場合は投票日５日前までに本委員会に届けること。 

第11条　自由立候補者のない場合は、立候補〆切後10日以内にＨＲ運営委員長が責任を持って候補者を推薦する。その際は本人

の同意を必要とする。又、前項においても尚、ない場合には、ＨＲ委員長の互選により、候補者を推薦する。 

第５章　選挙期日 

第12条　投票日は本委員会が決定する。 

第13条　本委員会は投票日並びに候補者氏名を投票日の５日前までに公表しなければならない。 

 

第６章　投票 

第14条　選挙は全員の投票によっておこなう。投票は無記名で１人１票とし、各ＨＲで選挙管理委員立会のもとで一斉におこな

う。 

第15条　投票用紙は委員会が規定した用紙を用い、それ以外の用紙は全て無効とする。 

第16条　投票用紙には選挙する候補者の氏名の上に○印をはっきりつけ、又、信任投票では、○×を明記すること。 

 

第７章　開票 

第17条　開票に関して 

第１項　開票は投票終了後ただちに本委員会の手によって行われる。 

第２項　開票に際して各候補は指定の立会人１名を開票場へ送る権利を有する。 

第18条　次の場合は無効投票とする。 

第１項　所定以外のことを記入した場合。 

第２項　不明瞭であると委員会が認めた場合。 

第19条　本委員会はＨＲ毎に開票録をつくり、次の事項を記載せねばならない。 

       有権者数、投票総数、有効投票数及び無効投票数 

第20条　本委員会は開票の結果を速やかに公示するとともに、投票及び開票録を役員の任期中保存しなければならない。 

 

第８章　当選人 

第21条　選挙において総投票数は有権者の４分の３以上でなければならない。前項に規定する投票数が確保されなかった場合に

は再投票をおこなう。ただし、その結果に対しては前項は適用しない。 

第22条　選挙において有効投票数は総投票数の４分の３以上でなければならない。その投票数が確保されなかった場合は再投票

をおこなう。ただし、その結果に対しては前項は適用しない。 

第23条　 

第１項　最高投票数が有権者総数の過半数に達しない場合は上位２名により決選投票をおこない、その多数により決定する。 

第２項　信任投票の場合、有効投票数の過半数をもって当選人とする。 

第９章　選挙運動 

第24条　選挙運動の期間は、候補者として委員会から認められた時から投票までとする。 

第25条　選挙運動は公明正大でなければならない。 

第26条　選挙運動に関しては次のことを守らなければならない。 

第１項 

　(1)運動手段は本委員会の定めた演説会とポスターに限る。 

　(2)校内設置の黒板は選挙運動のために使用してはならない。 

　(3)立候補者は選挙責任者１名を委員会に登録しなければならない。ＨＲ運営委員会推薦の場合はＨＲ運営委員会議長が

これにあたる。 

 

第２項　ポスターに関する規程 

　(1)ポスターの枚数は５枚とし、用紙は本委員会の規定する用紙とする。 

　(2)ポスターには責任者名を明記する。 

　(3)ポスター以外の掲示物は認めない。 

第27条　規程を無視した立候補者は委員会で注意し、なおかつ、それに応じない場合は委員会が処分を決定する。 

第28条　委員会は選挙に先立って所定の場所で候補者の立会演説会を開催しなければならない。又、立会演説会には全生徒が参

加する。 

 

第10章　リコール権 

第29条　次の各項に該当する場合は、会長のリコールを要求することが出来る。 

1.リコールの明確な理由と、全会員の３分の１以上の署名簿が選挙委員会に提出された場合。 



2.ＨＲ運営委員会において、不信任案が構成人員の３分の２以上をもって、可決された場合。 

3.監査委員会において、リコール要求が構成人員の３分の２以上をもって、可決された場合。 

第30条　 

1.リコール要求があった場合、選挙管理委員会は１週間以内に生徒総会を開催しなければならない。 

2.生徒総会において、出席者の過半数の賛成があった場合、リコールが成立する。 

第31条 

1.リコールが成立した場合、全執行委員は１週間以内に辞任しなければならない。 

2.リコールが成立した場合、選挙管理委員会は15日以内に会長選挙をおこなわなければならない。 

第32条 

1.執行委員会の解散中の行事、及び一切の業務はＨＲ運営委員会が代行する。 

2.新会長の任期は、前任者の残留期間とする。ただし、１ヶ月未満のときは、引きつづきＨＲ運営委員会が代行する。 

 

第11章　補則 

第33条　選挙に関する費用は委員会運営費より出される。 

第34条　本規程は2013（平成25）年４月１日より効力を発する。 

 

（４）生徒会慶弔規定 

　 

第１条　本会は会員相互の親睦を図るために慶弔費を支出する。 

第２条　慶弔費は、毎年会計年度総務費に計上する。 

第３条　慶弔費の支出は、生徒会会計担当顧問の請求により会長が行う。 

第４条　慶弔費の支出額は、別記の基準により会長が決定する。 

第５条　会長は別記に規定されていない場合でも第１条の目的を達するため必要と認められる場合、ＨＲ運営委員会の議

決により、臨時に会員より寄付を受けることができる。 

第６条　本規定は2013(平成25)年４月１日より施行する。 

 

別記　1.会員が死亡した場合　　　　　　　　　１０,０００円及び花輪もしくは花輪相当のもの 

　　　2.会員の両親または親権者が死亡した場合　５,０００円及び花輪もしくは花輪相当のもの 

　　　3.会員の病気見舞い（１ヶ月以上の場合）　３,０００円 

　　　4.会員住宅に不慮の厄災があった場合　　　３,０００円 

　　　5.教職員死亡の場合　　　　　　　　　　　花輪もしくは花輪相当のもの 

 

（５）大会参加規定（生徒会） 

（名称・目的） 

第１条　本規定を室蘭清水丘高等学校生徒会参加規定と称し参加する大会の範囲および、経費などを規定する。 

 

（参加範囲） 

第２条　参加できる大会の範囲は次の通りとする。 

1.高文連・高体連・高野連が主催又は共催する大会（地区・全道・全国） 

2.国民体育大会および予選大会 

3.教育関係機関またはこれに準ずる団体および各競技連盟・協会が主催する大会（地区・全道・全国） 

4.その他部活動調整委員会の審議により承認されたもの 

 

（参加の資格） 

第３条　選手として参加を認められるものは、以下の条件を満たした者とする。 

1.部員として登録されていること 

2.非行事故による処分解除後概ね１ヶ月以上経過していること 

3.学業成績において、前学期における評価「２・１」の教科・科目が３科目以内であること 

 4.部活動調整委員会規程第５条３項の特例事項で認められたもの

 

（参加手続） 

第４条　大会に参加するものは、所定の大会遠征申請書に大会要項を添えて提出し、生徒部を経て学校長の承認を得なけれ

ばならない。 

 

（出場権） 

第５条　大会参加者は、予選制度のある場合は、予選において大会出場権を得たものとする。 

 

（参加人数） 

第６条　大会に参加できる人数は、大会要項で規制されている範囲内とする。大会要項で人数が制限されていない場合は、

部活動調整委員会の認めた人数とする。 



                                                                              
（経費） 

第７条　第２条から第６条までの規定で認められた大会出場者の参加経費の支給は次の通りとする。 

　　　1.支給の範囲および回数 

ア　高文連・高体連・高野連が主催または共催する大会において、２回まで支給する。ただし、１回とは地区、全

道までを１ケースと考える。 

2.支給内訳 

ア　交通費は会場が室蘭、伊達、登別以外である場合を対象とし、別紙、遠征旅費に関する申し合わせ事項による。 

イ　宿泊費は道内１泊につき１人４，０００円とする。 

ウ　参加料は同一種目の地区・全道大会をまとめて１回とみなし、年２回まで実費を支給する。 

エ　通信費（大会要項、選手名簿の発送等の経費）は実費を支給する。 

オ　ア～エの支給対象分のうち、全道大会に係るものはＰＴＡ会計より支給する。 

3.その他 

ア　参加経費は、大会開催1日前に目的地に到着し、競技終了日に開催地を出発することを原則として支給する。 

イ　主将会議出席のための旅費は、局長または部長１名分を支給する。 

ウ　大会参加に予備金が必要なときは、大会参加審査委員会で審議し、所持を許されることがある。 

エ　加盟負担金、登録料および全国大会の経費は、ＰＴＡ文化体育振興会費より支給される。 

 

（処理） 

第８条　大会終了後、局または部の庶務はすみやかに領収書添付の決算報告書および大会報告書を生徒部に提出しなければ

ならない。 

 

（発表） 

第９条　大会の結果は、放送、新聞、集会のいずれかを通じて全校生徒に発表するものとする。 

 

（規定の例外） 

第10条　やむを得ず、本規定の例外が発生したときはその都度大会参加審査委員会で審議する。また、生徒会長が必要と認

めたときは、ＨＲ運営委員会で審議する。 

 

（規定の改廃） 

第11条　本規定の改廃は、生徒会長が認めた場合に行い、ＨＲ運営委員会の議決を経て学校長の承認を得なければならない。 

第12条　本規定は平成30年3月23日一部改正、平成31年4月1日より施行する。 

第13条　本規定は令和3年2月24日第3条4項加筆及び一部文言修正。令和3年4月1日より施行する。 

 

（６）部規約 

 

第１章　総則 

第１条　部活動は特別教育活動の一環として同好者をもって組織され、北海道室蘭清水丘高等学校生徒会に属する。 

第２条　部活動は顧問の指導助言の下に余暇を善用して、心身の健全な発達・個性の伸張をはかり、より良い校風をつくり、

かつ民主的に行動する態度を養うと共に生徒会活動に積極的に寄与することを目的とする。 

第３条　本規約は運動部・文化部・同好会に適用される。 

 

第２章　部・同好会の新設及び廃止 

第４条　健全であり、高校生活に適するもので、部規約の趣旨に沿うもののみ、新設の手続きをとることができる。 

第５条　部及び同好会の新設には、発起人を含めて１０名以上の同好者が集まり、顧問と共に必要事項を記入して、生徒会

執行委員会部担当に提出しなければならい。ただし部の新設には同好会としての活動を１年以上必要とする。 

　　　　1.部及び同好会名　　2.目的　　3.発起人　　4.同好者　　5.顧問及び捺印　　6.1年間の活動計画　　7.１年間

の最小予算(部のみ) 
第６条　部及び同好会の新設は次の機関の承認を必要とする。 

1.ＨＲ運営委員会(部の場合のみ、監査委員会の承認を必要) 
2.生徒総会。ただし同好会の場合は生徒総会の承認を必要としない。 

第７条　部及び同好会の廃止及び活動停止の手続きは第６条に準ずる。 

第８条　次のような状態の部及び同好会については、解散、格下げ、予算配布停止、勧告、その他の対象となる。 

1.部規約の趣旨に反した場合。 

2.毎年２月、監査委員会・生徒会執行委員会部担当が、１年間の大会報告・活動計画を審議して、活動が不十分と

認めた場合。 

第９条　監査委員会と部担当は部規約に違反した部及び同好会を指摘し、それらは次の機関によって審議決議される。 

1.ＨＲ運営委員会　　2.生徒総会 

　ただしＨＲ運営委員会で部の同好会へ格下げ、解散が決定した場合のみ生徒総会で審議決議される。 

第10条　部及び同好会の新設解散は学校長の承認を必要とする。 

 

第３章　部・同好会の構成及び運営 

第11条　各部は部長、副部長、必要な場合は庶務（マネージャー）の各１名をおく。顧問は学校長がこれを委嘱する。 



第12条　部の部長は部員の互選によって選出され、次の事項について内部の規律、秩序の維持に努め、部委員会に参画する。 

　　　1.効果的な練習の計画 

　　　2.試合場ではチームを代表する 

　　　3.競技場、用具類、部室（教室）等の管理、整頓　 

第13条　各部は学校行事（学芸的行事、保健体育行事、その他の行事）には生徒会活動の目標達成のため、積極的に協力す

る。 

第14条　生徒会会員は部・同好会あわせて２つまで所属することができる。ただし、２つの部・同好会に入る場合、時間的、

身体的問題のおきないように配慮し、どちらかの部・同好会においても積極的に活動しなければならない。 

第15条　同好会は第２章の第10条、第３章第11～14条に準ずる。 

 

第４章　部備品 

第16条　監査委員会の認めたものを消耗品と見なす。 

第17条　備品類（生徒会予算によって購入されたもの）はすべて監査委員会へ届け出なければならない。破損、盗難、修理、

紛失の場合は顧問及び部長の認定書を添えて監査委員会へ届けなければならない。 

第18条　備品管理の不良な部には次年度予算を削減されることがある。 

 

第５章　部の経費 

第19条　部の経費は生徒会予算より支給される。 

第20条　部の部長（または庶務）は予算見積書を生徒会会計に提出しなければ支給を受けられない。 

第21条　各部の生徒会予算以外の収入については、前期および後期末に生徒会会計に収支報告をしなければならない。 

第22条　部予算の次年度繰越は認めない。 

 

第６章　規約の改正 

第23条　本規約の改正はＨＲ運営委員会の構成人員の２／３以上の賛成と生徒総会において全会員の過半数の賛成並びに職

員会議の承認が必要である。 

 

第７章　付則 

第24条　本規約は平成15年４月１日より施行されるものとする。 

　　　　 (平成15年3月24日　第11条の一部、第24条を改正、旧22条を廃止、令和3年2月24日一部不適切文言を修正 )　　　

　         


